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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ｐ型半導体層と、ｎ型半導体層と、前記ｎ型半導体層と前記ｐ型半導体層との間の活性
領域と、
　前記ｐ型半導体層の反対側の前記ｎ型半導体層上のワイヤボンドパッドと、
　前記ｎ型半導体層中にあって前記ワイヤボンドパッドに直接接触している導電率低減領
域であって、前記ｐ型半導体層の反対側の前記ｎ型半導体層の表面から前記活性領域の方
に延びているが、前記ｎ型半導体層を貫通していない導電率低減領域と、
　前記ワイヤボンドパッドに隣接し、それと電気的に接触する前記ｎ型半導体層上のオー
ム接触と、
　前記ｎ型半導体層の反対側の前記ｐ型半導体層の表面上の金属スタックと
を備える発光デバイス。
【請求項２】
　前記金属スタックは、前記ｐ型半導体層の直上のオーミック層、及び前記オーミック層
上の反射層を含むことを特徴とする請求項１に記載の発光デバイス。
【請求項３】
　前記金属スタックは、前記反射層上に接着層を含むことを特徴とする請求項２に記載の
発光デバイス。
【請求項４】
　前記導電率低減領域は第１の導電率低減領域を含み、前記発光デバイスは、前記ｐ型半
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導体層中にあって前記ワイヤボンドパッドと位置合わせされた第２の導電率低減領域をさ
らに含み、前記第２の導電率低減領域は前記ｎ型半導体層の反対側の前記ｐ型半導体層の
表面から前記活性領域の方に延びているが、前記ｐ型半導体層を貫通していないことを特
徴とする請求項１に記載の発光デバイス。
【請求項５】
　前記ｎ型半導体層の反対側の前記ｐ型半導体層の表面上に金属接触をさらに含み、前記
金属接触が、前記ワイヤボンドパッドと位置合わせされる前記ｐ型半導体層の前記表面の
導電率低減区域以外の領域において前記ｐ型半導体層へのオーム接触を形成することを特
徴とする請求項１に記載の発光デバイス。
【請求項６】
　前記導電率低減領域は、前記ｎ型半導体層と前記ワイヤボンドパッドとの間の高固有接
触抵抗率の領域に対応することを特徴とする請求項１に記載の発光デバイス。
【請求項７】
　前記高固有接触抵抗率の領域は、前記ｎ型半導体層のウェットエッチング又はドライエ
ッチングされた領域を含むことを特徴とする請求項６に記載の発光デバイス。
【請求項８】
　前記高固有接触抵抗率の領域は、高エネルギープラズマにさらされた前記ｎ型半導体層
の領域を含むことを特徴とする請求項６に記載の発光デバイス。
【請求項９】
　前記高固有接触抵抗率の領域は、Ｈ２にさらされた前記ｎ型半導体層の領域を含むこと
を特徴とする請求項６に記載の発光デバイス。
【請求項１０】
　前記高固有接触抵抗率の領域は、高エネルギーレーザにさらされた前記ｎ型半導体層の
領域を含むことを特徴とする請求項６に記載の発光デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願
　本出願は、２００４年６月３０日に出願した米国特許出願第１１／８８１，８１４号の
一部継続出願であり、その開示はその全体が記載されているように参照により本明細書に
組み込まれる。
【０００２】
　本発明は、半導体発光デバイス及びその製作方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　発光ダイオード（ＬＥＤ）又はレーザダイオードなどの半導体発光デバイスは、多くの
用途で広く使用されている。当業者には周知のように、半導体発光デバイスは、それの通
電に際してコヒーレント及び／又はインコヒーレント光を放出するように構成される、１
つ又は複数の半導体層を有する半導体発光要素を含む。当業者には周知のように、発光ダ
イオード又はレーザダイオードは、一般に、マイクロエレクトロニクス基板上にダイオー
ド領域を含む。マイクロエレクトロニクス基板は、例えばガリウムヒ素、ガリウム燐、そ
れらの合金、炭化ケイ素及び／又はサファイアとすることができる。ＬＥＤの絶え間ない
発展は、可視スペクトル及びそれを超えるものをカバーすることができる非常に効率的で
機械的に堅牢な光源をもたらしてきた。固体デバイスの潜在的に長い耐用寿命と結合され
たこれらの特質は、様々な新しい表示用途を可能にすることができ、ＬＥＤを十分に確立
された白熱灯及び蛍光灯と競争できる状況にすることができる。
【０００４】
　多くの開発の関心及び商業活動は、最近、炭化ケイ素内又はその上に製作されるＬＥＤ
に注目してきたが、それは、これらのＬＥＤが可視スペクトルの青色／緑色部分の放射を
放出することができるからである。例えば、本出願の譲受人に譲渡され、その開示が本明
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細書に完全に記載されているようにその全体が参照により本明細書に組み込まれる、Blue
 Light-Emitting Diode With High External Quantum Efficiencyという名称のＥｄｍｏ
ｎｄらの特許文献１を参照されたい。さらに、炭化ケイ素基板上に窒化ガリウムベースの
ダイオード領域を含むＬＥＤに高い関心が寄せられてきているが、それは、これらのデバ
イスが高効率で光を放出することもできるからである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第５，４１６，３４２号明細書
【特許文献２】米国特許第６，２０１，２６２号明細書
【特許文献３】米国特許第６，１８７，６０６号明細書
【特許文献４】米国特許第６，１２０，６００号明細書
【特許文献５】米国特許第５，９１２，４７７号明細書
【特許文献６】米国特許第５，７３９，５５４号明細書
【特許文献７】米国特許第５，６３１，１９０号明細書
【特許文献８】米国特許第５，６０４，１３５号明細書
【特許文献９】米国特許第５，５２３，５８９号明細書
【特許文献１０】米国特許第５，３９３，９９３号明細書
【特許文献１１】米国特許第５，３３８，９４４号明細書
【特許文献１２】米国特許第５，２１０，０５１号明細書
【特許文献１３】米国特許第５，０２７，１６８号明細書
【特許文献１４】米国特許第４，９６６，８６２号明細書
【特許文献１５】米国特許第４，９１８，４９７号明細書
【特許文献１６】米国特許出願公開第２００３／０００６４１８Ａ１号明細書
【特許文献１７】米国特許出願公開第２００２／０１２３１６４Ａ１号明細書
【特許文献１８】米国特許出願第１０／６５９，２４１号明細書
【特許文献１９】米国特許出願公開第２００３／００１５７２１号明細書
【特許文献２０】米国特許出願公開第２００５／０１９４６０３号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従来のＬＥＤの効率は、活性領域で発生される光のすべてを放出できるわけではないこ
とによって制限されることがある。ＬＥＤが通電されると、活性領域から放出される光（
すべての方向に）は、ＬＥＤを出ることを例えば不透明なワイヤボンドパッドによって妨
げられる可能性がある。典型的には、窒化ガリウムベースのＬＥＤでは、発光デバイスの
断面の端から端までのキャリア注入の均一性を改善するために電流拡散接触層が設けられ
る。電流はボンドパッド及びｐ型接触を通してＬＥＤのｐ側に注入される。デバイスの活
性領域で発生される光は、キャリア注入に比例する。したがって、活性領域の端から端ま
での実質的に均一な光子放出は、実質的に透明なｐ型接触層などの電流拡散層の使用によ
りもたらすことができる。しかしながら、ワイヤボンドパッドは、一般に透明な構造体で
はなく、したがって、ワイヤボンドパッドに入射するＬＥＤの活性領域から放出された光
子はワイヤボンドパッドによって吸収される可能性がある。例えば、場合によっては、ワ
イヤボンドパッドに入射する光の約７０％を吸収する可能性がある。そのような光子吸収
は、ＬＥＤから漏れ出てくる光の量を低減させることがあり、ＬＥＤの効率を低下させる
可能性がある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明のいくつかの実施形態による発光デバイスは、ｐ型半導体層、ｎ型半導体層、及
びｎ型半導体層とｐ型半導体層との間の活性領域を含む。不透明なフィーチャ（ｆｅａｔ
ｕｒｅ）がｐ型半導体層上、又はｐ型半導体層の反対側のｎ型半導体層上にあり、導電率
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低減領域がｐ型半導体層中にあり、不透明なフィーチャと位置合わせされる。導電率低減
領域は、ｎ型半導体層の反対側のｐ型半導体層の表面から活性領域の方に延びる。不透明
な領域は、ワイヤボンドパッド、保護領域、及び／又は電流拡散フィンガ（ｃｕｒｒｅｎ
ｔ　ｓｐｒｅａｄｉｎｇ　ｆｉｎｇｅｒ）を含むことができる。
【０００８】
　発光デバイスは、第１及び第２の対向表面を含む基板をさらに含むことができ、ｎ型半
導体は基板の第１の表面上に存在することができ、ワイヤボンドパッドはｎ型半導体層の
反対側の基板の第２の表面上に存在することができる。
【０００９】
　発光デバイスは、ｐ型半導体層の表面上に金属スタック（ｓｔａｃｋ）をさらに含むこ
とができる。金属スタックは、ｐ型半導体層の直上のオーミック層（ｏｈｍｉｃ　ｌａｙ
ｅｒ）と、オーミック層上の反射層と、反射層上の接着層（ｂｏｎｄｉｎｇ　ｌａｙｅｒ
）とを含むことができる。発光デバイスは、反射層と接着層との間に障壁層をさらに含む
ことができる。
【００１０】
　導電率低減領域は、ｐ型半導体層の表面から活性領域まで、又はその中に、又はそれを
通って延びることができる。導電率低減領域は、ｐ型半導体層、活性領域を通って、ｎ型
半導体層の中に又はそれを通って延びることができる。
【００１１】
　ワイヤボンドパッドは、導電率低減領域に接することができ、発光デバイスは、ワイヤ
ボンドパッドに隣接し、それと電気的に接触するｎ型半導体層上のオーム接触（ｏｈｍｉ
ｃ　ｃｏｎｔａｃｔ）をさらに含むことができる。
【００１２】
　活性領域は、ＩＩＩ族窒化物ベースの活性領域を含むことができる。導電率低減領域は
、絶縁領域、及び／又は不透明でない領域を含むことができる。実施形態によっては、導
電率低減領域は打込み領域を含むことができる。導電率低減領域は、金属スタックとｐ型
半導体層との間のインターフェースの損傷の領域に対応することができる。損傷の領域は
、ｐ型半導体層のウェットエッチング又はドライエッチングされた領域、高エネルギープ
ラズマにさらされたｐ型半導体層の領域、Ｈ2にさらされたｐ型半導体層の領域、及び／
又は高エネルギーレーザにさらされたｐ型半導体層の領域を含むことができる。
【００１３】
　本発明のさらなる実施形態による発光デバイスは、ｐ型半導体層、ｎ型半導体層、及び
ｎ型半導体層とｐ型半導体層との間の活性領域を含む。このデバイスは、ｐ型半導体層の
反対側のｎ型半導体層上の不透明なフィーチャ、及びｎ型半導体層の反対側のｐ型半導体
層の表面上の金属接触を含む。金属接触が、不透明なフィーチャと位置合わせされるｐ型
半導体層の表面の導電率低減区域以外の領域においてｐ型半導体層へのオーム接触上に形
成される。不透明な領域は、ワイヤボンドパッド、保護領域、及び／又は電流拡散フィン
ガを含むことができる。
【００１４】
　発光デバイスは、ｐ型半導体層中にあって不透明なフィーチャ及び導電率低減区域と位
置合わせされる導電率低減領域をさらに含むことができ、導電率低減領域はｐ型半導体層
の表面から活性領域の方に延びることができる。
【００１５】
　発光デバイスは、ｎ型半導体層中にあって不透明なフィーチャと位置合わせされる導電
率低減領域、及びｐ型半導体層の反対側のｎ型半導体層の表面から活性領域の方に延びる
導電率低減領域をさらに含むことができる。
【００１６】
　発光デバイスは、ｐ型半導体層の表面上に非オーム接触をさらに含むことができる。非
オーム接触は、ｐ型半導体層とオーム接触を形成しない金属、及び／又はｐ型半導体層の
表面上の絶縁体を含むことができる。
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【００１７】
　本発明のさらなる実施形態による発光デバイスは、ｐ型半導体層、ｎ型半導体層、及び
ｎ型半導体層とｐ型半導体層との間の活性領域を含む。このデバイスは、ｐ型半導体層の
反対側のｎ型半導体層上のワイヤボンドパッド、及びｎ型半導体層中にあってワイヤボン
ドパッドと位置合わせされた導電率低減領域をさらに含む。導電率低減領域は、ｐ型半導
体層の反対側のｎ型半導体層の表面から活性領域の方に延びる。発光デバイスは、ワイヤ
ボンドパッドに隣接し、それと電気的に接触するｎ型半導体層上のオーム接触をさらに含
む。
【００１８】
　発光デバイスは、ｎ型半導体層の反対側のｐ型半導体層の表面上に金属スタックをさら
に含むことができる。金属スタックは、ｐ型半導体層の直上のオーミック層と、オーミッ
ク層上の反射層と、反射層上の接着層とを含むことができる。
【００１９】
　導電率低減領域は第１の導電率低減領域を含むことができ、発光デバイスは、ｐ型半導
体層中にあってワイヤボンドパッドに位置合わせされた第２の導電率低減領域をさらに含
むことができる。第２導電率低減領域は、ｎ型半導体層の反対側のｐ型半導体層の表面か
ら活性領域の方に延びることができる。
【００２０】
　発光デバイスは、ｎ型半導体層の反対側のｐ型半導体層の表面上に金属接触をさらに含
むことができる。金属接触は、ワイヤボンドパッドに位置合わせされるｐ型半導体層の表
面の導電率低減区域以外の領域においてｐ型半導体層へのオーム接触上に形成される。
【００２１】
　本発明のいくつかの実施形態による方法は、ｐ型半導体層、ｎ型半導体層、及びｎ型半
導体層とｐ型半導体層との間の活性領域を形成するステップと、ｐ型半導体層の反対側の
ｎ型半導体層上に不透明なフィーチャを形成するステップと、ｐ型半導体層中にあって不
透明なフィーチャと位置合わせされた導電率低減領域を形成するステップとを含む。導電
率低減領域は、ｎ型半導体層の反対側のｐ型半導体層の表面から活性領域の方に延びる。
【００２２】
　本発明のさらなる実施形態による発光デバイスを形成する方法は、ｐ型半導体層、ｎ型
半導体層、及びｎ型半導体層とｐ型半導体層との間の活性領域を形成するステップと、ｐ
型半導体層の反対側のｎ型半導体層上にワイヤボンドパッドを形成するステップと、ｎ型
半導体層の反対側のｐ型半導体層の表面上に金属接触を形成するステップとを含む。金属
接触は、ワイヤボンドパッドと位置合わせされたｐ型半導体層の表面の導電率低減区域以
外の領域においてｐ型半導体層へのオーム接触上に形成される。
【００２３】
　本発明のさらなる実施形態による発光デバイスは、ｐ型半導体層、ｎ型半導体層、及び
ｎ型半導体層とｐ型半導体層との間の活性領域を含む。ボンドパッドは、ｎ型半導体層の
反対側のｐ型半導体層上にあり、導電率低減領域はｐ型半導体層中にあり、ボンドパッド
と位置合わせされる。導電率低減領域は、ｎ型半導体層の反対側のｐ型半導体層の表面か
ら活性領域の方に延びる。
【００２４】
　発光デバイスは、ボンドパッドとｐ型半導体層との間の反射器、及び／又はｐ型半導体
層上の電流拡散フィンガをさらに含むことができ、導電率低減領域は電流拡散フィンガと
さらに位置合わせすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明のいくつかの実施形態による電流阻止構造体を有する半導体発光デバイス
を示す断面図である。
【図２Ａ】本発明のいくつかの実施形態による半導体デバイスの製作を示す断面図である
。
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【図２Ｂ】本発明のいくつかの実施形態による半導体デバイスの製作を示す断面図である
。
【図３】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図４Ａ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図４Ｂ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図５】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図６Ａ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図６Ｂ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図７Ａ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図７Ｂ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図８】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図９Ａ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図９Ｂ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図１０】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図１１Ａ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図１１Ｂ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図１１Ｃ】本発明のさらなる実施形態による発光デバイスの断面図である。
【図１２】本発明のいくつかの実施形態による発光デバイスの斜視図である。
【図１３】本発明のいくつかの実施形態による発光デバイスの斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　次に、本発明の実施形態が示される添付図面を参照しながら、本発明がより完全に以下
で説明される。しかし、本発明は、本明細書に記載された実施形態に限定されるように解
釈されるべきでない。むしろ、これらの実施形態は、この開示が徹底的かつ完全となり、
本発明の範囲を当業者に十分に伝えるために提供される。図において、層及び領域の厚さ
は明確にするために誇張されている。同様の数字は全体を通して同様の要素を参照する。
本明細書で使用されるとき、「及び／又は」という用語は、関連する列挙された項目の１
つ又は複数のあらゆる組合せを含む。
【００２７】
　本明細書で使用される用語は特定の実施形態を説明するためだけのものであり、本発明
を限定するためのものではない。本明細書で使用されるとき、単数形の「１つの（ａ）」
、「１つの（ａｎ）」、及び「その（ｔｈｅ）」は、文脈が特に明確に示さない限り、複
数形も含むものである。本明細書で使用されるとき、「備える、含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅ
ｓ）」又は「備える、含む（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」という用語は、明言されたフィー
チャ、完全体（ｉｎｔｅｇｅｒ）、ステップ、動作、要素、及び／又は構成要素の存在を
明示するが、１つ又は複数の他のフィーチャ、完全体、ステップ、動作、要素、構成要素
、及び／又はそれらの群の存在又は付加を排除しないことがさらに理解されよう。
【００２８】
　層、領域、又は基板などの要素が別の要素「の上に（ｏｎ）」ある、又は別の要素「の
上に（ｏｎｔｏ）」延びていると言われる場合、要素は他の要素の直上にある、又は他の
要素の直上に延びることができる、あるいは介在要素が存在することもできることが理解
されよう。対照的に、要素が別の要素「の直上に（ｄｉｒｅｃｔｌｙ　ｏｎ）」ある、又
は別の要素「の直上に（ｄｉｒｅｃｔｌｙ　ｏｎｔｏ）」延びていると言われる場合、介
在要素は存在しない。要素が別の要素に「接続される」又は「結合される」と言われる場
合、それは他の要素に直接に接続される又は直接に結合されることが可能であり、あるい
は介在要素が存在することができることがさらに理解されよう。対照的に、要素が別の要
素に「直接に接続される」又は「直接に結合される」と言われる場合、介在要素は存在し
ない。同様の数字は全体を通して同様の要素を参照する。
【００２９】
　第１の、第２のなどの用語は、様々な要素、構成要素、領域、層、及び／又は区画を説
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明するために本明細書で使用されることがあるが、これらの要素、構成要素、領域、層、
及び／又は区画はこれらの用語によって限定されるべきでないことが理解されよう。これ
らの用語は、ある要素、構成要素、領域、層、又は区画を別の領域、層、又は区画と区別
するためだけに使用される。したがって、以下で説明される第１の要素、構成要素、領域
、層、又は区画は、本発明の教示から逸脱することなく第２の要素、構成要素、領域、層
、又は区画と呼ぶことができる。
【００３０】
　さらに、「下方の（ｌｏｗｅｒ）」又は「底部（ｂｏｔｔｏｍ）」及び「上方の（ｕｐ
ｐｅｒ）」又は「最上部（ｔｏｐ）」などの相対語は図に示されるようにある要素の別の
要素との関係を説明するために本明細書で使用することがある。相対語は、図に示された
方位に加えてデバイスの様々な方位を包含するものであることが理解されよう。例えば、
図中のデバイスが裏返される場合、他の要素の「下方の」側にあると説明された要素は他
の要素の「上方の」側に向いていることになる。したがって、「下方の」という例示的な
用語は、図の特定の方位に応じて「下方の」及び「上方の」両方の方位を包含することが
できる。同様に、図の１つの中のデバイスが裏返される場合、他の要素の「下方に（ｂｅ
ｌｏｗ）」又は「真下に（ｂｅｂｅａｔｈ）」と説明された要素は他の要素の「上方に（
ａｂｏｖｅ）」向いていることになる。したがって、「下方に」又は「真下に」という例
示的な用語は、上方に及び下方に、の両方の方位を包含することができる。
【００３１】
　本発明の実施形態は、本発明の理想化された実施形態の概略図である断面図を参照しな
がら本明細書で説明される。そのため、例えば製造技法及び／又は許容範囲の結果として
図の形状からの変化が予想され得る。したがって、本発明の実施形態は本明細書に示した
領域の特定の形状に限定されるものと解釈されるべきでなく、例えば製造に起因する形状
の偏差を含むものである。例えば、長方形として図示及び説明されるエッチングされた領
域は一般に丸くなった又は湾曲したフィーチャを有することになる。したがって、図に示
された領域は事実上概略であり、それらの形状はデバイスの領域の正確な形状を示すもの
ではなく、本発明の範囲を限定するものではない。
【００３２】
　特に定義されない限り、本明細書で使用されるすべての用語（技術用語及び科学用語を
含む）は、本発明が属する当業者によって共通して理解されるものと同じ意味を有する。
一般に使用される辞書に定義されているような用語は、本明細書及び関連技術分野との関
連におけるそれらの意味と一致する意味を有すると解釈されるべきであり、特に本明細書
でそのように定義されない限り理想化された又は過度に形式的な意味に解釈されないこと
がさらに理解されよう。
【００３３】
　別のフィーチャに「隣接して」配置された構造体又はフィーチャへの言及では、隣接す
るフィーチャに重なるか又はその下にある部分を有することができることも当業者には理
解されよう。
【００３４】
　本明細書で開示されるＬＥＤの様々な実施形態は基板を含んでいるが、ＬＥＤを含むエ
ピタキシャル層が成長される結晶エピタキシャル成長基板は取り除くことができ、支えの
ないエピタキシャル層は、オリジナルの基板よりも良好な熱的、電気的、構造的、及び／
又は光学的特性を有することができる代替の支持基板又はサブマウントに取り付けること
ができることが当業者には理解されよう。本明細書で説明される本発明は、結晶エピタキ
シャル成長基板を有する構造体に限定されず、エピタキシャル層がオリジナルの成長基板
から取り除かれ、代替の支持基板に接合された構造体に関連して利用することができる。
【００３５】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、ワイヤボンドパッド又は他の不透明な構造体の
真下の領域にあるデバイスの活性領域の電流フローを低減及び／又は阻止することによっ
て発光デバイスの有効性の改善を可能にすることができる。したがって、本発明のいくつ
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かの実施形態は、ワイヤボンドパッドの下に電流阻止機構を有する発光デバイス、及びそ
の発光デバイスを製作する方法を提供することができる。ワイヤボンドパッドの直下に注
入される電流を低減及び／又は阻止することによって、ワイヤボンドパッドの下ではない
デバイスの区域で電流は光子放出に変換されやすくすることができる。したがって、光が
ワイヤボンドパッドによって吸収される可能性を低減することができる。本発明のいくつ
かの実施形態では、本発明のいくつかの実施形態による発光デバイスの効率の増大は、ワ
イヤボンドパッドのサイズに比例する可能性がある。
【００３６】
　本発明の実施形態は、特に、ＩＩＩ族窒化物ベースのデバイスなどの窒化物ベースの発
光デバイスでの使用に十分に適することができる。本明細書で使用されるとき、「ＩＩＩ
族窒化物」という用語は、窒素と、周期律表のＩＩＩ族の元素、通常、アルミニウム（Ａ
ｌ）、ガリウム（Ｇａ）、及び／又はインジウム（Ｉｎ）との間で形成される半導体化合
物を指す。この用語は、さらにＡｌＧａＮ及びＡｌＩｎＧａＮなどの三元化合物及び四元
化合物を指す。当業者にはよく理解されているように、ＩＩＩ族元素は窒素と結合して、
二元（例えばＧａＮ）化合物、三元（例えばＡｌＧａＮ、ＡｌＩｎＮ）化合物、及び四元
（例えばＡｌＩｎＧａＮ）化合物を形成することができる。これらの化合物はすべて、１
モルの窒素が、全部で１モルのＩＩＩ族元素と結合する実験式を有する。したがって、０
≦ｘ≦１としてＡｌxＧａ1-xＮのような式がそれらの化合物を記述するためにしばしば使
用される。しかし、本発明の実施形態が窒化ガリウムベースの発光デバイスなどのＩＩＩ
族窒化物ベースの発光デバイスを参照しながら本明細書で説明されるが、一方、本発明の
いくつかの実施形態は、例えばＧａＡｓ及び／又はＧａＰベースのデバイスなどの他の半
導体発光デバイスでの使用に好適であることがある。
【００３７】
　本発明のいくつかの実施形態による発光デバイスは、ケイ素、炭化ケイ素、窒化ガリウ
ム、及び／又は他の半導体材料を含むことができる１つ又は複数の半導体層と、サファイ
ア、ケイ素、炭化ケイ素、及び／又は他のマイクロエレクトロニクス基板を含むことがで
きる基板と、金属及び／又は他の導電層を含むことができる１つ又は複数の接触層とを含
む発光ダイオード、レーザダイオード、及び／又は他の半導体デバイスを含むことができ
る。いくつかの実施形態では、紫外線、青色、及び／又は緑色ＬＥＤを提供することがで
きる。半導体発光デバイスの設計及び製作は当業者には周知であり、本明細書で詳細に説
明する必要はない。
【００３８】
　例えば、本発明のいくつかの実施形態による発光デバイスは、ノースカロライナ州ダー
ラムのＣｒｅｅ，　Ｉｎｃ．によって製造及び販売されているデバイスなどの炭化ケイ素
基板上に製作された窒化ガリウムベースのＬＥＤ及び／又はレーザ構造体などの構造体を
含むことができる。本発明は、その開示が本明細書に完全に記載されているように参照に
より本明細書に組み込まれる、特許文献２、３、４、５、６、７、８、９、１、１０、１
１、１２、１３、１４、及び／又は１５に記載されているような活性領域を備えるＬＥＤ
及び／又はレーザ構造体で使用するのに好適であろう。他の好適なＬＥＤ及び／又はレー
ザ構造体は、２００３年１月９日に公開されたGroup III Nitride Based Light Emitting
 Diode Structures With a Quantum Well and Superlattice, Group III Nitride Based 
Quantum Well Structures and Group III Nitride Based Superlattice Structuresとい
う名称の特許文献１６ならびにLight Emitting Diodes Including Modifications for Li
ght Extraction and Manufacturing Methods Thereforという名称の特許文献１７に記載
されている。さらに、完全に記載されているように参照により本明細書にその開示が組み
込まれる、２００３年９月９日に出願された、Phosphor-Coated Light Emitting Diodes 
Including Tapered Sidewalls and Fabrication Methods Thereforという名称の特許文献
１８に記載のものなどの蛍光体被覆ＬＥＤは、さらに、本発明の実施形態で使用するのに
好適であろう。ＬＥＤ及び／又はレーザは光放射が基板を通して行われるように作動する
ように構成することができる。そのような実施形態では、例えば上述の特許文献１７に記
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載されているように、基板はデバイスの光出力を増強するようにパターン化することがで
きる。これらの構造体を本明細書で説明するように変更して、本発明のいくつかの実施形
態による阻止構造体を設けることができる。
【００３９】
　したがって、例えば、本発明の実施形態は、異なる形状又はサイズのボンドパッドを有
する発光デバイスで利用することができる。発光デバイスは、ＩＩＩ族窒化物デバイスを
提供するために炭化ケイ素、サファイア、窒化ガリウム、ケイ素、又は他の好適な基板な
どの異なる基板上に存在することができる。発光デバイスは、後続のシンギュレーション
（ｓｉｎｇｕｌａｔｉｏｎ）及び好適な支持体上への取付けに好適であろう。発光デバイ
スは、例えば、単一量子井戸、多重量子井戸、及び／又はバルク活性領域デバイスを含む
ことができる。本発明のいくつかの実施形態は、デバイスのｐ側のトンネリング接触を利
用するデバイスで使用することができる。
【００４０】
　図１は、本発明のいくつかの実施形態による発光デバイスの断面概略図である。図１で
分かるように、ｎ型炭化ケイ素基板などの基板１０は、その上に設けられた窒化ガリウム
ベースの層などのオプションのｎ型半導体層１２を有する。ｎ型半導体層１２は、複数の
層、例えば緩衝層などを含むことができる。本発明のいくつかの実施形態では、ｎ型半導
体層１２は、均一組成又は傾斜組成とすることができるＡｌＧａＮ層、及び／又はＧａＮ
層として設けられる。ｎ型半導体層１２は、例えば、ケイ素、ゲルマニウム、及び／又は
テルルでドープすることができる。
【００４１】
　炭化ケイ素基板を参照しながら本明細書で説明されるが、本発明のいくつかの実施形態
では、他の基板材料を利用することができる。例えば、サファイア基板、ＧａＮ、又は他
の基板材料を利用することができる。そのような場合、接触２０は、例えば、デバイスに
第２の接触を設けるようにｎ型半導体層１２に接触する凹部に配置することができる。他
の構成も利用することができる。
【００４２】
　シングルヘテロ構造もしくはダブルヘテロ構造、量子井戸、多重量子井戸、又は他のそ
のような活性領域などの活性領域１４は、ｎ型半導体層上に設けることができる。本明細
書で使用されるとき、「活性領域」という用語は、作動時にデバイスによって放出される
光子の実質的な部分がキャリア再結合によって発生される１つ又は複数の層及び／又はそ
れの一部とすることができる発光デバイスの半導体材料の領域を指す。本発明のいくつか
の実施形態では、活性領域は、デバイスによって放出される光子の実質的にすべてがキャ
リア再結合によって発生される領域を指す。
【００４３】
　さらに、オプションのｐ型半導体層１６が図１に示される。ｐ型半導体材料層１６は、
例えば、ＧａＮ層などの窒化ガリウムベースの層とすることができる。本発明の特定の実
施形態では、ｐ型半導体層１６はマグネシウムドープＧａＮを含む。ｐ型半導体層１６は
、１つ又は複数の層を含むことができ、均一組成又は傾斜組成とすることができる。本発
明のいくつかの実施形態では、ｐ型半導体層１６は活性領域１４の一部である。
【００４４】
　ｐ型半導体材料層１６にオーム接触を与える接触金属の第１の接触金属層１８も設けら
れる。いくつかの実施形態では、第１の接触金属層１８は、電流拡散層として機能するこ
とができる。ｐ型半導体材料層１６がＧａＮである本発明の特定の実施形態では、第１の
接触金属層１８は、ｐ型ＧａＮにオーム接触を形成することができるＰｔ、インジウムス
ズ酸化物（ＩＴＯ）、又は別の透明材料を含むことができる。本発明のいくつかの実施形
態では、第１の接触金属層１８は光透過性であり、いくつかの実施形態では実質的に透明
である。実施形態によっては、第１の接触金属層１８はＰｔの比較的薄い層とすることが
できる。例えば、第１の接触金属層１８は、約１５Å厚のＰｔの層とすることができる。
オプションの反射層２３は、第１の金属接触層１８上に設けることができる。ワイヤボン
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ドパッド２２又は他の光吸収（そうでなければ不透明な）フィーチャは、第１の接触金属
層１８上に設けられる。図１に示された実施形態では、ワイヤボンドパッド２２は反射層
２３上に設けられ、その結果、反射層２３はワイヤボンドパッド２２とｐ型半導体材料層
１６との間にある。実施形態によっては、電流拡散フィンガ１５４Ａ（図１３）が第１の
接触金属層１８上にあってもよい。
【００４５】
　ｎ型半導体材料に対してオーム接触を与える接触金属の第２の接触金属層２０も設けら
れる。第２の接触金属層２０は活性領域１４の反対側の基板１０の側に設けることができ
る。上述のように、本発明のいくつかの実施形態では、第２の接触金属層は、ｎ型半導体
材料層１２の一部に、例えば活性領域を含むリセスに又はメサの基部に設けることができ
る。さらに、本発明のいくつかの実施形態では、オプションの裏面打込み又は追加のエピ
タキシャル層を、基板１０と第２の接触金属層２０との間に設けることができる。
【００４６】
　図１にさらに示されるように、導電率低減領域３０は、活性領域１４に設けられる。導
電率低減領域３０は、デバイスの光吸収及び／又は不透明なフィーチャ及び／又は領域の
真下に位置付けることができる。例えば、図１に示されるように、導電率低減領域３０は
、ワイヤボンドパッド２２の真下に位置付けることができる。導電率低減領域３０は、チ
ップの縁部に沿った保護領域、チップの表面上の電流拡散フィンガ、又はチップによって
放出された光を吸収する傾向があるチップの他のフィーチャもしくは区域などのチップの
他のフィーチャの真下に位置付けることもできる。
【００４７】
　本発明のいくつかの実施形態では、導電率低減領域３０は、活性領域１４を通って延び
る。本明細書で使用されるとき、導電率低減とは、活性領域の他の部分と比較して電流フ
ローが低減している領域を指す。特定の実施形態では、その低減は少なくとも１桁であり
、実施形態によっては、電流フローの実質的にすべてが導電率低減領域で阻止される。
【００４８】
　上記のように、本発明のいくつかの実施形態では、導電率低減領域３０は、活性領域１
４を通って延びる。本発明のさらなる実施形態では、導電率低減領域３０は、第１の接触
金属層１８から活性領域１４まで延びる。実施形態によっては、導電率低減領域は、第１
の接触層１８から活性領域１４中に延びる。実施形態によっては、導電率低減領域は、第
１の接触層１８から活性領域１４を通って延びる。導電率低減領域３０は、第１の接触金
属層１８上のワイヤボンドパッド２２の区域と実質的に同じ形状及び／又は区域を有する
ことができる。本発明のある実施形態では、導電率低減領域３０は、ワイヤボンドパッド
２２よりもわずかに大きい区域を有するが、本発明の他の実施形態では、導電率低減領域
３０は、ワイヤボンドパッド２２よりもわずかに小さい区域を有する。本発明のいくつか
の実施形態では、導電率低減領域３０は光を吸収しないか、又は比較的少量の光しか吸収
しない。本発明のいくつかの実施形態では、導電率低減領域３０は絶縁領域である。
【００４９】
　導電率低減領域３０は、ワイヤボンドパッド２２の真下の区域の活性領域１４を通る電
流フローを低減及び／また阻止することができ、その結果、キャリアは導電率低減領域３
０以外の区域に注入される傾向がある。したがって、導電率低減領域３０が存在すると、
この領域のキャリア再結合による光発生を低減及び／又は阻止することができる。特定の
動作理論によって束縛されないが、ワイヤボンドパッド２２の真下の活性領域の部分で発
生した光子がワイヤボンドパッド２２によって吸収される可能性は、光子がワイヤボンド
パッド２２の真下でない活性領域の部分で発生した場合よりも高いことがあるため、こう
したことが起こり得る。ワイヤボンドパッド２２の真下の活性領域で発生する光を低減及
び／又は除去することによって、発光デバイスによって発生された光のうちのワイヤボン
ドパッド２２によって吸収される部分を低減することができる。所与の一組の作動条件で
は、ワイヤボンドパッド２２によって吸収される光の量を低減すると、光がワイヤボンド
パッド２２の真下の領域で発生するのと同じ条件下で作動するデバイスと比較して、発光
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デバイスからの光抽出を増大させることができる。したがって、本発明のいくつかの実施
形態では、ワイヤボンドパッド２２の真下の区域の活性領域１４中に延びる、及び実施形
態によっては活性領域１４を通って延びる導電率低減領域３０が設けられる。これは、キ
ャリアが拡散し、ワイヤボンドパッド２２の真下の活性領域１４に注入され、それによっ
てワイヤボンドパッド２２の真下の区域での光子発生がもたらされる可能性を低減するこ
とができる。
【００５０】
　図２Ａ及び図２Ｂは、図１に示したような導電率低減領域を有する発光デバイスを形成
するための本発明のいくつかの実施形態による工程を示す。図２Ａで分かるように、発光
デバイスの様々な層／領域が製作される。発光デバイスの製作の特定の工程は製作される
べき構造体によって決まることになり、上述で参照により組み込まれた米国特許及び／又
は米国特許出願に記載されており、当業者には周知であり、したがって、本明細書で繰り
返す必要はない。図２Ａは、ワイヤボンドパッド２２が形成されるべきである領域に対応
する窓４２を有するマスク４０の形成も示している。
【００５１】
　マスク４０を使用して打込みが行われ、ワイヤボンドパッド２２の領域の活性領域１４
中に原子を打ち込み、図２Ｂに示されるような導電率低減領域３０が形成される。そのよ
うな打込みは、例えば窒素打込みとすることができる。例えば、窒化ガリウムベースのデ
バイスでは、６０ｋｅＶ、２×１０13ｃｍ-3Ｎ2の打込み条件により、ＭｇドープＧａＮ
に非吸収の絶縁領域を生成することができる。特定の打込みエネルギー及び／又は原子は
、導電率低減領域３０が形成される構造体に依存する場合がある。
【００５２】
　図２Ｂで分かるように、打込みの後、ワイヤボンドパッド２２は、窓４２中に形成する
ことができる。実施形態によっては、反射層２３を、ワイヤボンドパッド２２の形成の前
に窓４２中に形成することができる。したがって、本発明のいくつかの実施形態では、ワ
イヤボンドパッド２２（及び恐らく反射層２３）及び導電率低減領域３０は、自己整列す
ることができる。例えば、ワイヤボンドパッド２２を設けるために金属の１つ又は複数の
層を形成し、次にその層を平坦化することによってワイヤボンドパッド２２を形成するこ
とができる。マスク４０は、その後、除去することができる。任意選択で、マスク４０は
、ＳｉＯ2及び／又はＡｌＮなどの絶縁材料で製作することができ、例えば保護層として
デバイス上に残すか又は除去することができる。
【００５３】
　図３は、本発明のさらなる実施形態による発光デバイスを示す。図３において、第１の
接触金属層１８は、ｐ型半導体材料層１６にオーム接触を与えるｐ型半導体材料層１６に
接する第１の部分５５と、ｐ型半導体材料層１６にオーム接触を形成しないｐ型半導体材
料層１６に接する第２の部分５７とを含む。本明細書で使用されるとき、「オーム接触」
という用語は、約１０ｅ-03Ω－ｃｍ2未満、場合によっては約１０ｅ-04Ω－ｃｍ2未満の
固有接触抵抗率を有する接触を指す。したがって、整流性であるか、又は高い固有接触抵
抗率、例えば約１０ｅ-03Ω－ｃｍ2よりも大きい固有接触抵抗率を有する接触は、本明細
書で使用される用語としてのオーム接触ではない。
【００５４】
　第２の部分５７は、ワイヤボンドパッド２２の場所に対応する。オーム接触を形成しな
いことによって、部分５７のｐ型半導体材料層１６への電流注入は低下及び／又は阻止す
ることができる。オーム接触を形成しない部分５７は、ワイヤボンドパッド２２の真下の
領域５０のｐ型半導体層１６及び／又は第１の接触金属層１８を損傷することによって設
けることができる。
【００５５】
　例えば、窒化ガリウムベースのデバイスでは、接触金属とｐ型半導体材料との間のイン
ターフェースの品質は、得られるオーム接触の品質を決定することができる。したがって
、例えば、第１の接触金属層１８を形成する前にｐ型導電率を低下させるために、領域５
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０のｐ型半導体材料層１６を、Ａｒなどの高エネルギープラズマにさらすことができる。
また、第１の接触金属層１８を形成した後に金属／ＧａＮインターフェースを損傷するた
めに、領域５０のｐ型半導体材料層１６及び第１の接触金属層１８を、高エネルギープラ
ズマにさらすことができる。第１の接触金属層１８を形成する前に、ｐ型半導体材料層１
６の他の領域を保護しながら、領域５０のｐ型半導体材料１６をＨ2にさらすことができ
る。領域５０のｐ型半導体材料１６は、第１の接触金属層１８を形成する前に、ｐ型半導
体材料層１６の他の領域を保護しながらウェットエッチング又はドライエッチングを行う
ことができる。さらに、第１の接触金属層１８を形成する前に、ｐ型半導体材料層１６の
他の領域を保護しながら、領域５０のｐ型半導体材料層１６を高エネルギーレーザにさら
すことができる。
【００５６】
　ｐ型半導体材料層１６及び／又は金属層１８のそのような選択的損傷は、例えば、図２
Ａ及び図２Ｂを参照しながら上述したようなマスクを使用することによって及び／又はレ
ーザを制御することによって行うことができる。利用される特定の条件は、利用される手
順ならびにｐ型半導体材料層１６及び／又は第１の金属接触層１８の組成に応じて変わる
ことができる。
【００５７】
　図４は、本発明のさらなる実施形態による発光デバイスを示す。図４Ａにおいて、ショ
ットキー接触６０がｐ型半導体材料層１６上に設けられ、第１の接触金属層１８’はｐ型
半導体材料層１６及びショットキー接触６０上に形成される。ワイヤボンドパッド２２は
、ショットキー接触６０上の第１の接触金属層１８’の部分に設けられる。ショットキー
接触６０を形成することによって、第１の接触金属層１８’からｐ型半導体材料層１６へ
の電流注入は、ショットキー接触６０の領域において低下及び／又は阻止することができ
る。
【００５８】
　代替として、図４Ｂに示されるように、整流接合をワイヤボンドパッド２２の下の領域
に設けることができる。整流接合は、例えば、ワイヤボンドパッド２２の真下の領域７０
をｎ型半導体材料に変換するようにｎ型イオンをｐ型半導体材料層１６に打ち込むことに
よって設けることができる。そのような打込みは、例えば、図２Ａ及び図２Ｂを参照しな
がら上述したようなマスクを使用して行うことができる。代替として、ｎ型材料の領域を
、ショットキー接触６０が図４Ａに示されている場所に形成することができ、第１の接触
金属１８’はｎ型半導体材料の領域及びｐ型半導体材料層１６上に形成することができる
。
【００５９】
　図５を参照すると、本発明のいくつかの実施形態は、ｎ型半導体層１１２、活性領域１
１４、及びｐ型半導体層１１６が形成される基板１１０を含む発光デバイス１００Ａを提
供する。半導体基板１１０は、例えば導電性炭化ケイ素基板を含むことができ、ｎ型半導
体層１１２、活性領域１１４、及びｐ型半導体層１１６はＩＩＩ族窒化物ベースの半導体
層を含むことができる。発光デバイス１００Ａは、ｐ型半導体層１１６中に導電率低減領
域１３０をさらに含む。図５で分かるように、基板１１０は、活性領域１１４で発生した
光がデバイス１００Ａの側壁にぶつかる角度を変化させることによってデバイス１００Ａ
からの光抽出の効率を向上することができる整形された側壁１１１を含むことができる。
図５に示された構造体において、導電率低減領域１３０は、約５０μｍから４００μｍの
ボンドパッド１２２からの距離Ｄ１に配置することができる。導電率低減領域１３０は、
ｐ型半導体層１１６へのイオンの打込みを含む上述の方法のいずれかを使用して形成する
ことができる。
【００６０】
　発光デバイス１００Ａは、下にある支持体上に搭載されたいわゆる「フリップチップ」
に好適であろう。特に、半導体構造体は、サブマウント、ボンドパッド、又は他の表面に
、ｐ型半導体層１１６を下向きにし、基板１１０を上向きにして取り付けることができる
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。支持体に発光デバイス１００Ａを接合しやすくするために、ｐ接触金属スタック１１８
がｐ型半導体層１１６の露出した表面に形成される。光電デバイスの搭載するフリップチ
ップ用の適切な金属スタックは、例えば、その開示が参照により本明細書に組み込まれる
「Light Emitting Diodes Including Modifications For Submount Bonding And Manufac
turing Methods Therefor」という名称の特許文献１９に開示されている。特に、ｐ接触
金属スタック１１８は、ｐ型半導体層１１６とオーム接触を作る白金などの金属のオーミ
ック層１１８Ａを含むことができる。金属スタック１１８は反射層１１８Ｂ、バリア層１
１８Ｃ、及び／又は接着層１１８Ｄをさらに含む。
【００６１】
　接着層１１８Ｄは、金及び／又はスズを含むことができ、デバイス１００Ａのサブマウ
ントへのサーモソニック接合及び／又は熱圧着接合をしやすくするために設けることがで
きる。反射層１１８Ｂは銀又はアルミニウムなどの反射金属を含むことができ、光をサブ
マウントから離すように及びデバイス１００Ａに戻すように反射するために設けることが
でき、その結果、光が有用に抽出される。障壁層１１８Ｃは、接着層１１８Ｄの金属がオ
ーミック金属１１８Ａ及び／又は反射器１１８Ｂを汚染しないようにできるタングステン
、チタン、窒化チタン及び／又はニッケルなどの金属を含むことができる。その開示が参
照により本明細書に組み込まれる「Light Emitting Diodes Including Barrier Layers/S
ublayers And Manufacturing Methods Therefor」という名称の特許文献２０に記載され
ているように障壁層を形成することができる。オプションの接着層（図示せず）を、障壁
層１１８Ｃと接着層１１８Ｄとの間に設けることができる。
【００６２】
　図５に示されるデバイス１００Ａなどの光電デバイスが、デバイス１００Ａのｐ側を下
向きに（すなわち支持体に向けて）不透明な支持体部材上に取り付けられる場合、露出し
た基板１１０上に透明電極又は電流拡散層を形成する必要がないことがあるが、それは、
基板１１０の導電率を十分に高くすることができ、それにより電流が自然にデバイスに拡
散することができるからである。したがって、図５に示されるように、デバイスは基板１
１０上に形成されたワイヤボンドパッド１２２を含むことができる。オーム接触（図示せ
ず）は、ワイヤボンドパッド１２２と基板１１０との間に形成することができる。実施形
態によっては、オーム接触は、ボンドパッド１２２との自己配列で形成することができる
。
【００６３】
　導電率低減領域１３０は、活性領域１１４の反対側のｐ型半導体層１１６の表面からｐ
型半導体層１１６中に延びることができる。導電率低減領域１３０は、ｐ型半導体層１１
６を部分的及び／又は完全に通って延びることができる。基板１１０を含む実施形態を含
むいくつかの実施形態では、導電率低減領域１３０は、活性領域１１４を完全に通ってｎ
型半導体層１１２まで又はその中に延びることができる。導電率低減領域１３０は、図１
～４に関して前述したような技法を使用して形成することができる。例えば、導電率低減
領域１３０は、図２Ａを参照しながら上述したように、マスクを通してイオンをｐ型半導
体層１１６中に打ち込むことによって形成することができる。
【００６４】
　図５にさらに示されるように、導電率低減領域１３０は、ボンドパッド１２２と通常位
置合わせすることができる。ｐ型半導体層１１６は、例えば基板１１０と比較して比較的
薄くすることができるので、かつ電流がｐ型半導体層１１６に容易に拡散しない場合があ
るので、導電率低減領域１３０が存在すると、ワイヤボンドパッド１２２の直下のデバイ
ス１００Ａ中で発生する光子の数を低減することができる。したがって、導電率低減領域
１３０は、ワイヤボンドパッド１２２とほぼ同じ形状である形状を有することができる。
さらに、導電率低減領域１３０は、ワイヤボンドパッド１２２の区域とほぼ同じ、それよ
りもわずかに小さい、又はそれよりもわずかに大きい区域を有することができる。実施形
態によっては、導電率低減領域は、ボンドパッド１２２の直径よりも約６μｍから約３０
μｍ大きい直径を有することができる。特に、ボンドパッド１２２は約１００μｍから１
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０５μｍの直径を有することができ、導電率低減領域１３０はボンドパッド１２２の直径
よりも約１４μｍ大きい直径を有することができる。基板を含む実施形態（すなわち、基
板１１０が除去されていない）では、ボンドパッド１２２よりも区域が大きい導電率低減
領域１３０を設けることが望ましいことがある。例えば、ワイヤボンドパッド１２２が円
形形状を有する場合、導電率低減領域１３０は、さらに、ワイヤボンドパッド１２２の直
径よりも小さい、それにほぼ等しい、又はそれよりもわずかに大きい区域をもつ円形形状
を有することができる。
【００６５】
　本発明のさらなる実施形態が図６Ａ及び図６Ｂに示され、ｐ型半導体層１１６、活性領
域１１４、及びｎ型半導体層１１２を含む発光デバイス１００Ｂが示される。ｐ接触金属
スタック１１８はｐ型半導体層１１６の表面上に形成され、ワイヤボンドパッド１２２は
ｐ型半導体層１１６の反対側のｎ型半導体層１１２の表面上に形成される。特に、図６Ａ
及び図６Ｂに示される発光デバイス１００Ｂは基板を含まないことがある。
【００６６】
　図６Ａにさらに示されるように、導電率低減領域１３０は、ワイヤボンドパッド１２２
と通常位置合わせされるｐ型半導体層１１６中に設けられる。導電率低減領域１３０は、
活性領域１１４の反対側のｐ型半導体層１１６の表面からｐ型半導体層１１６中に延びる
ことができる。導電率低減領域１３０は、ｐ型半導体層１１６を部分的及び／又は完全に
通って延びることができる。導電率低減領域１３０は、ワイヤボンドパッド１２２の区域
に等しい、それよりも大きい、又はそれよりも小さい区域を有することができる。導電率
低減領域１３０は、デバイス１００Ｂ内でワイヤボンドパッド１２２から距離Ｄ２に配置
することができる。いくつかの実施形態では、距離Ｄ２は０．３μｍから１０μｍとする
ことができる。特に、距離Ｄ２は約２μｍから３μｍとすることができる。
【００６７】
　図１１Ａ～１１Ｃは、ワイヤボンドパッド１２２及び位置合わせされた導電率低減領域
１３０を含む発光デバイス１００Ｂの平面図である。そこに示されるように、導電率低減
領域１３０はワイヤボンドパッド１２２の周囲形状と同様の周囲形状を有することができ
、それは図１１Ａ～１１Ｃに示された実施形態では概して円形である。ワイヤボンドパッ
ド１２２及び導電率低減領域１３０は、矩形、星形、十字形もしくは他の形状又はそれら
の形状の組合せなどの他の周囲形状を有することができる。
【００６８】
　図１１Ａに示されるように、ある実施形態では、導電率低減領域１３０はワイヤボンド
パッド１２２の区域よりもわずかに大きい区域を有することができ、一方、他の実施形態
では、導電率低減領域１３０はワイヤボンドパッド１２２の区域よりもわずかに小さい（
図１１Ｂ）、又はそれにほぼ等しい（図１１Ｃ）区域を有することができる。
【００６９】
　図６Ｂを参照すると、導電率低減領域１３０は、ｐ型半導体層１１６を完全に通って活
性領域１１４中に延びることができる。基板を含まない実施形態を含むいくつかの実施形
態では、導電率低減領域１３０は、活性領域１１４を完全に通ってｎ型半導体層１１２ま
で、又はその中に延びることができる。
【００７０】
　本発明のさらなる実施形態が図７Ａに示され、この図はｐ型半導体層１１６、活性領域
１１４、及びｎ型半導体層１１２を含む発光デバイス１００Ｃを示す。ワイヤボンドパッ
ド１２２は、ｎ型半導体層１１２の表面上に形成される。パターン化されたオーム接触１
１８は、ｎ型半導体層１１２の反対側のｐ型半導体層１１６の表面上に形成される。発光
デバイス１００Ｃは、ワイヤボンドパッド１２２の反対側のｐ型半導体層１１６上に非オ
ーム接触１４０をさらに含む。ある実施形態では、非オーム接触１４０は、例えば、整流
性ショットキー接触を含むことができる。窒化物ベースの半導体材料上に整流性ショット
キー接触を形成することは当業者には周知である。他の実施形態では、非オーム接触１４
０は、二酸化ケイ素などの非導電性材料を含むことができる。
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【００７１】
　非オーム接触１４０は、ワイヤボンドパッド１２２の形状とほぼ同じである形状を有す
ることができる。接触１４０は、ワイヤボンドパッド１２２の区域よりもわずかに小さい
、それとほぼ同じ、又はそれよりもわずかに大きい区域を有することができる。したがっ
て、電圧がデバイス１００Ｃの端子間に印加される場合、電流は非オーム接触１４０から
ｐ型半導体層１１６中に流れない可能性があり、それにより、ワイヤボンドパッド１２２
の真下の活性層１１４で発生する光子の数が減少する可能性がある。
【００７２】
　図７Ｂを参照すると、実施形態によっては、金属スタック１１８は、ワイヤボンドパッ
ド１２２の反対側の低減した導電率の区域１５０以外の領域のｐ型半導体層１１６の表面
上に形成することができる。すなわち、金属スタック１１８が区域１５０に形成されない
ので、デバイスが通電されると低減した電流が区域１５０を通って流れる可能性があり、
それにより、ワイヤボンドパッド１２２の真下の活性層１１４で発生する光子の数が減少
する可能性がある。
【００７３】
　本発明のさらなる実施形態が図８に示される。図８の実施形態では、デバイス１００Ｅ
は、ｐ型半導体層１１６、活性領域１１４、及びｎ型半導体層１１２を含む。ｐ型接触１
１８は、ｎ型半導体層１１２の反対側のｐ型半導体層１１６の表面上に形成される。ワイ
ヤボンドパッド１２２は、ｐ型半導体層１１６の反対側のｎ型半導体層１１２の表面上に
形成される。オーム接触１５４は、ワイヤボンドパッド１２２と同じｎ型半導体層１１２
の表面に形成され、ワイヤボンドパッド１２２に電気的に接続される。オーム接触１５４
は、ｎ型半導体層１１２にオーム接触を形成する透明材料、例えばＩＴＯなどを含むこと
ができる。
【００７４】
　導電率低減領域１５２は、ワイヤボンドパッド１２２の真下のｎ型半導体層１１２に形
成される。導電率低減領域１５２は、ｎ型半導体層１１２の表面から少なくとも部分的に
ｎ型半導体層１１２中に延びることができる。実施形態によっては、導電率低減領域１５
２は、ｎ型半導体層１１２を完全通って活性領域１１４まで、又はその中に延びることが
できる。
【００７５】
　図９Ａは、本発明のさらなる実施形態によるデバイス１００Ｆを示す。デバイス１００
Ｆは、ｐ型半導体層１１６、活性領域１１４、及びｎ型半導体層１１２をさらに含む。ｐ
型接触１１８は、ｎ型半導体層１１２の反対側のｐ型半導体層１１６の表面上に形成され
る。ワイヤボンドパッド１２２は、ｐ型半導体層１１６の反対側のｎ型半導体層１１２の
表面上に形成される。オーム接触１５４、はワイヤボンドパッド１２２と同じｎ型半導体
層１１２の表面に形成される。
【００７６】
　第１の導電率低減領域１５２は、ワイヤボンドパッド１２２の真下のｎ型半導体層１１
２に形成される。第１の導電率低減領域１５２は、ワイヤボンドパッド１２２と位置合わ
せすることができ、ｎ型半導体層１１２の表面から少なくとも部分的にｎ型半導体層１１
２中に延びることができる。実施形態によっては、第１の導電率低減領域１５２は、ｎ型
半導体層１１２を完全に通って活性領域１１４まで、又はそれの中に、又はそれを通って
延びることができる。
【００７７】
　第２の導電率低減領域１５０は、ｐ型半導体層１１６に形成される。第２の導電率低減
領域１５０は、第１の導電率低減領域１５２及び／又はワイヤボンドパッド１２２と位置
合わせすることができる。第２の導電率低減領域１５０は、ｐ型半導体層１１６の表面か
ら少なくとも部分的にｐ型半導体層１１６中に、場合によっては、活性領域１１４まで、
又はそれの中に、又はそれを通って延びることができる。
【００７８】
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　デバイス１００Ｆの第１の導電率低減領域１５２及び第２の導電率低減領域１５０など
のデバイスの両側の導電率低減領域１５０、１５２を含む実施形態では、導電率低減領域
１５０、１５２は同じ技法を使用して形成する必要はなく、例えば異なる技法を使用して
形成することができる。例えば、第１の導電率低減領域１５２はイオン打込みによって形
成することができ、一方、第２の導電率低減領域１５０はプラズマ処理及び／又は水素ガ
スへの暴露を使用して形成することができるが、又は逆でも同様に形成することができる
。さらに、導電率低減領域１５０、１５２の一方又は両方は、それぞれの半導体層１１６
、１１２上に電気接触を形成する前にそれらの表面上に非オーム材料を形成することによ
って、又はボンドパッド１２２に対応する半導体層の表面の区域にオーム接触を形成しな
いことによって形成することができる。
【００７９】
　図９Ｂは、本発明のさらなる実施形態によるデバイス１００Ｇを示す。デバイス１００
Ｇは、ｐ型半導体層１１６、活性領域１１４、及びｎ型半導体層１１２をさらに含む。ｐ
型接触１１８は、ｎ型半導体層１１２の反対側のｐ型半導体層１１６の表面上に形成され
る。ワイヤボンドパッド１２２は、ｐ型半導体層１１６の反対側のｎ型半導体層１１２の
表面上に形成される。オーム接触１５４は、ワイヤボンドパッド１２２と同じｎ型半導体
層１１２の表面に形成される。
【００８０】
　導電率低減領域１５２は、ワイヤボンドパッド１２２の真下のｎ型半導体層１１２に形
成される。導電率低減領域１５２は、ワイヤボンドパッド１２２と位置合わせすることが
でき、ｎ型半導体層１１２の表面から少なくとも部分的にｎ型半導体層１１２中に延びる
ことができる。実施形態によっては、導電率低減領域１５２は、ｎ型半導体層１１２を完
全に通って活性領域１１４まで、又はそれの中に、又はそれを通って延びることができる
。
【００８１】
　金属接触１１８は、ｎ型半導体層１１２の反対側のｐ型半導体層１１６の表面上に形成
される。金属接触１１８は、ワイヤボンドパッド１２２と位置合わせされるｐ型半導体層
１１６の表面の導電率低減区域以外の領域においてｐ型半導体層１１６へのオーム接触上
に形成される。
【００８２】
　発光デバイス１００Ｇは、ワイヤボンドパッド１２２の反対側のｐ型半導体層１１６上
に非オーム接触１４０をさらに含む。ある実施形態では、非オーム接触１４０は、例えば
、整流性ショットキー接触を含むことができる。他の実施形態では、非オーム接触１４０
は、二酸化ケイ素などの非導電性材料を含むことができる。
【００８３】
　非オーム接触１４０は、ワイヤボンドパッド１２２の形状とほぼ同じである形状を有す
ることができる。接触１４０は、ワイヤボンドパッド１２２の区域よりもわずかに小さい
、それとほぼ同じ、又はそれよりもわずかに大きい区域を有することができる。他の実施
形態では、非オーム接触１４０は、接触が形成されない間隙を含むことができる。
【００８４】
　本発明のさらなる実施形態が図１０に示され、この図は、ワイヤボンドパッド１２２の
真下をｎ型半導体層１１２の表面からデバイス１００Ｇを通ってｐ型半導体層１１６の反
対側の表面まで延びる導電率低減領域１６０を含む半導体発光デバイス１００Ｈを示す。
【００８５】
　本発明の実施形態を使用することができるいくつかのチップ構造体が図１２及び図１３
の等角図に示される。例えば、図１２は、ＬＥＤ構造体が金属接着層２２０を介して接合
されているケイ素基板などの支持基板２１０を含むチップ構造体１００Ｊを示す。反射層
２３０は接着層２２０とＬＥＤ構造体との間にあり、ＬＥＤ構造体はｐ型半導体層１１６
、活性層１１４、及びｎ型半導体層１１２を含む。
【００８６】
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　１対のボンドパッド１２２は、基板２１０の反対側のｎ型半導体層１１２の表面上にあ
る。ボンドパッド１２２は、ｎ型半導体層１１２上に複数の電流拡散フィンガ１５４を含
む電流拡散構造体に電気的に接続される。
【００８７】
　導電率低減領域３０は、ボンドパッド１２２の真下に、電流拡散フィンガ１５４の真下
に、及び／又はボンドパッド１２２及び電流拡散フィンガ１５４の両方の下に形成するこ
とができる。
【００８８】
　例示的な水平チップ構造体１００Ｋが図１３に示される。チップ構造体１００Ｋは、ｎ
型半導体層１１２が形成される透明な基板１１０を含む。活性領域１１４及びｐ型半導体
層１１６を含むメサ構造体は、ｎ型半導体層上にある。ＩＴＯを含むことができる透明な
オーム接触１１８は、ｐ型半導体層１１６上にある。ボンドパッド１２２Ａは透明なオー
ム接触層１１８上にあり、電流拡散フィンガ１５４Ａはボンドパッド１２２Ａから延びる
。ボンドパッド１２２Ｂはｎ型半導体層１１２上にあり、電流拡散フィンガ１５４Ｂはボ
ンドパッド１２２Ｂから延びる。反射層２３（図１）は、ボンドパッド１２２Ａ及び／又
は電流拡散フィンガ１５４Ａの真下に設けることができる。
【００８９】
　導電率低減領域３０は、ボンドパッド１２２Ａの真下に、電流拡散フィンガ１５４Ａの
真下に、及び／又はボンドパッド１２２Ａ及び電流拡散フィンガ１５４Ａの両方の下に形
成することができる。
【００９０】
　本発明の実施形態が特定の発光デバイス構造体に関して図１～１３に示されているが、
本発明のいくつかの実施形態に従って他の構造体を提供することができる。したがって、
本発明の実施形態は、上述のように１つ又は複数の様々な電流阻止機構を含む任意の発光
構造体で提供することができる。例えば、本発明のいくつかの実施形態による電流阻止機
構は、上述で参照により組み込まれた米国特許及び／又は米国特許出願に説明されている
例示的な発光デバイス構造体と組み合わせて設けることができる。
【００９１】
　本発明の実施形態は、ワイヤボンドパッド２２、１２２を参照しながら説明されている
。本明細書で使用されるとき、ボンドパッドという用語は光吸収接触構造体を含む。ボン
ドパッドは単一の層又は複数の層とすることができ、金属及び／又は合金とすることがで
き、かつ／又は均一又は非均一の組成とすることができる。
【００９２】
　さらに、本発明の実施形態は特定の手順の工程を参照しながら説明されているが、本発
明の教示から依然として利益を得ながら説明された手順からの変更を行うことができる。
したがって、２つ以上のステップは、単一のステップに組み合わせてもよく、又は本明細
書で説明した手順の範囲外で行われるステップとしてもよい。例えば、導電率低減領域は
、半導体層上に金属層を形成する前に又は形成した後で半導体層に形成することができる
。したがって、本発明の実施形態は、本明細書で特に明言されない限り本明細書で説明さ
れた特定の手順の工程に限定されるものと解釈されるべきでない。
【００９３】
　本発明の様々な実施形態が図１～１３に関連して個別に説明されたことが当業者には理
解されよう。しかし、図１～１３の実施形態の組合せ及びサブコンビネーションを、本発
明の様々な実施形態に従って行うことができる。上記のように、導電率低減領域３０を使
用して、発生された光がボンドパッド、電流拡散フィンガ、保護領域などのようなデバイ
スのいくつかのフィーチャによって吸収される可能性があるデバイスの区域におけるキャ
リア再結合を低減又は阻止することができる。したがって、いくつかの実施形態では、導
電率低減領域３０はデバイスの光吸収フィーチャ及び／又は領域と位置合わせすることが
できる。しかし、場合によっては、デバイスの光吸収領域又はフィーチャと位置合わせさ
れていない他の区域に導電率低減領域３０を形成することが望ましいことがある。例えば
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、デバイスに導電率低減領域３０を設けて、デバイスに所望の遠視野放出パターンを有す
る光を生成させることが望ましいことがある。したがって、いくつかの実施形態では、導
電率低減領域３０は発光デバイスの光放出パターンを整形するために使用することができ
る。
【００９４】
　図及び明細書において、本発明の実施形態が開示されており、特定の用語が使用されて
いるが、特定の用語は限定するためではなく一般的で説明的な意味でのみ使用されており
、本発明の範囲は添付の特許請求の範囲に記載される。

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図３】
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【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図５】

【図６Ａ】

【図６Ｂ】

【図７Ａ】

【図７Ｂ】

【図８】
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【図９Ａ】

【図９Ｂ】

【図１０】

【図１１Ａ】

【図１１Ｂ】

【図１１Ｃ】

【図１２】

【図１３】



(21) JP 5693852 B2 2015.4.1

10

20

30

フロントページの続き

(72)発明者  ケビン　ハバラン
            アメリカ合衆国　２７５１１　ノースカロライナ州　カリー　ロングブリッジ　ドライブ　１０５
(72)発明者  マイケル　ジョン　バーグマン
            アメリカ合衆国　２７５１６　ノースカロライナ州　チャペル　ヒル　ハイドアウェイ　ドライブ
            　５７００
(72)発明者  デイビッド　スレーター
            アメリカ合衆国　２７６１７　ノースカロライナ州　ローリー　ケイプ　チャールズ　ドライブ　
            ６４２４
(72)発明者  マシュー　ドノフリオ
            アメリカ合衆国　２７６１３　ノースカロライナ州　ローリー　ノース　クリーク　ラン　８１２
            ０
(72)発明者  ジョン　エドモンド
            アメリカ合衆国　２７５１１　ノースカロライナ州　カリー　ウエスト　ジュール　ヴェルヌ　ウ
            ェイ　２０６

    合議体
    審判長  吉野　公夫
    審判官  鈴木　肇
    審判官  小松　徹三

(56)参考文献  特開平１１－１８６６０７（ＪＰ，Ａ）
              国際公開第２００６／０１１９３６（ＷＯ，Ａ２）
              特表２００８－５０５４８３（ＪＰ，Ａ）
              特表２００６－５０２５６３（ＪＰ，Ａ）
              国際公開第２００６／０３６５６５（ＷＯ，Ａ２）
              特表２００８－５１４０２８（ＪＰ，Ａ）
              国際公開第２００５／１１７１４７（ＷＯ，Ａ１）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              H01L 33/00-33/64


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

